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  個別財務諸表等   
 

１．貸借対照表 

（単位：百万円） 

当 会 計 期 間 末 

(平成１５年１０月３１日) 

前 会 計 期 間 末 

(平成１４年１０月３１日) 
比 較 増 減 

期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

  （資産の部）  ％  ％  

Ⅰ．流  動  資  産 １７，６３７ 23.5 １５，８７９ 21.1  １，７５７ 

 現 金 預 金 ※1 ２，０７４  １，６９８   ３７６ 

 受 取 手 形  ５  １１  △ ５ 

 完 成 工 事 未 収 入 金  １，７８８  １，１２４   ６６４ 

 有 価 証 券  ２８７  ２６４  ２３ 

 未 成 工 事 支 出 金  ５，１９１  ５，０６６   １２４ 

 販 売 用 不 動 産  ３，０２９  ３，１１８  △ ８９ 

 未 成 分 譲 土 地  ２２７  ２２７  －  

 前 渡 金  ６０  １７   ４２ 

 前 払 費 用  ４９６  ５４５  △ ４９ 

 立 替 金  １４４  １５２  △ ８ 

 短 期 貸 付 金  ３９６  ２００   １９５ 

 未 収 入 金 ※4 ３，４８９  ３，０４０   ４４９ 

 繰 延 税 金 資 産  ５１６  ５０８   ８ 

 そ の 他 流 動 資 産  ８９  １０４  △ １４ 

 貸 倒 引 当 金  △ １５８  △ ２００   ４２ 
      

Ⅱ．固  定  資  産 ５７，３８８ 76.5 ５９，４９５ 78.9 △ ２，１０６ 

 有 形 固 定 資 産  ３５，６２０ 47.5 ３６，２１４ 48.0 △ ５９４ 

 建 物 ※1 ３，１３４  ３，２０９  △ ７５ 

 賃 貸 用 建 物 ※1 １７，０８７  １７，５８４  △ ４９７ 

 構 築 物  ８７９  ８７４   ５ 

 機 械 装 置 ※1 ３１０  ３６９  △ ５８ 

 車 輌 運 搬 具  １１  １２  △ ０ 

 備 品  ４０６  ４３２  △ ２６ 

 土 地 ※1 １３，６２２  １３，５２７   ９５ 

 建 設 仮 勘 定  ６９  １０６  △ ３６ 

 そ の 他 有 形 固 定 資 産  ９７  ９７  －  

 無 形 固 定 資 産  ５５５ 0.7 ６０３ 0.8 △ ４８ 

 投 資 そ の 他 の 資 産  ２１，２１３ 28.3 ２２，６７７ 30.1 △ １，４６４ 

 投 資 有 価 証 券  １７９  ３２４  △ １４４ 

 関 係 会 社 株 式  ４，６５６  ４，７２８  △ ７１ 

 長 期 貸 付 金  １，８６２  ３，８０６  △ １，９４３ 

 株主、役員又は従業員に対する長期貸付金  ２７３  ２７４  △ ０ 

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金  ９，８１９  ５，２５７   ４，５６２ 

 破産債権・更生債権等 ※4 ３，２３４  ２３，５０７  △ ２０，２７３ 

 長 期 前 払 費 用  １３４  ２７４  △ １４０ 

 差 入 保 証 金  １，１６１  １，２４８  △ ８６ 

 役 員 保 険 料  ２６９  ２６６   ２ 

 長 期 未 収 入 金  １３８  １４２  △ ４ 

 繰 延 税 金 資 産  ８，９２１  ９，９３１  △ １，０１０ 

 そ の 他 投 資 等  ２１  ２１  △ ０ 

 貸 倒 引 当 金  △ ９，４５８  △ ２７，１０７   １７，６４８ 
       

Ⅲ．繰  延  資  産  －  －  ５ 0.0 △ ５ 

 社 債 発 行 差 金  －   ５  △ ５ 

 資 産 合 計  ７５，０２５ 100.0 ７５，３８０ 100.0 △ ３５４ 
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（単位：百万円） 

当 会 計 期 間 末 

(平成１５年１０月３１日) 

前 会 計 期 間 末 

(平成１４年１０月３１日) 
比 較 増 減 

期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

  （負債の部）   ％  ％  

Ⅰ．流  動  負  債  ４６，５２６ 62.0 ４４，７８２ 59.4  １，７４４ 

 工 事 未 払 金  １３，８５４  １１，０２７   ２，８２６ 

 短 期 借 入 金 ※1 １８，９４１  １６，６９１   ２，２４９ 

 一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 ※1 ４，７６２  ５，１４３  △ ３８０ 

 一 年 内 償還予定の社債  ４００  ２，０００  △ １，６００ 

 未 払 金  ３５５  ５９７  △ ２４１ 

 未 払 法 人 税 等  １０９  １３６  △ ２７ 

 未 払 消 費 税 等  １６８  ４   １６３ 

 未 成 工 事 受 入 金  ５，００８  ５，９８１  △ ９７２ 

 預 り 金  １，３７２  １，６８４  △ ３１１ 

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ２４６  ２１２   ３３ 

 賞 与 引 当 金  ８２８  ８０７   ２０ 

 そ の 他 流 動 負 債  ４７７  ４９４  △ １６ 
        

Ⅱ．固  定  負  債  １３，９４０ 18.6 １６，４９５ 21.9 △ ２，５５５ 

 社 債  １，４００  －    １，４００ 

 長 期 借 入 金 ※1 １０，０７９  １４，５３３  △ ４，４５３ 

 長 期 預 り 金  ４２８  ４２７   ０ 

 退 職 給 付 引 当 金  １，５１８  １，０８５   ４３２ 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ５１４  ４４８   ６５ 
       

 負 債 合 計  ６０，４６６ 80.6 ６１，２７７ 81.3 △ ８１１ 
       

  （資本の部）       

Ⅰ．資 本 金 ※3  ７，８７３ 10.5  ７，８７３ 10.4 －  

Ⅱ．資 本 剰 余 金        

 資 本 準 備 金   ５，９２２   ５，９２２  －  

 そ の 他 資 本 剰 余 金   ９８７   ９８７  －  

 資本金及び資本準備金減少差益   ９８７   ９８７  －  

 資 本 剰 余 金 合 計   ６，９１０ 9.2  ６，９１０ 9.2 －  

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

 当 期 未 処 理 損 失   ２２３   ６７８  △ ４５４ 

 利 益 剰 余 金 合 計  △ ２２３ △0.3 △ ６７８ △0.9  ４５４ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金   ３ 0.0 △ １ △0.0  ４ 

Ⅴ．自 己 株 式 ※3 △ ３ △0.0 △ １ △0.0 △ ２ 
       

 資 本 合 計  １４，５５９ 19.4  １４，１０２ 18.7  ４５６ 
       

 負 債 及 び 資 本 合 計  ７５，０２５ 100.0 ７５，３８０ 100.0 △ ３５４ 
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２．損益計算書 

（単位：百万円） 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

比 較 増 減 

期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 
  ％  ％  

Ⅰ．売 上 高  ７７，７０３ 100.0 ７６，７４２ 100.0  ９６０ 

 完 成 工 事 高  ７４，３３４  ７３，００８   １，３２６ 

 販 売 用 不 動 産 売 上 高  １，２７４  １，３４５  △ ７０ 

 そ の 他 売 上 高  ２，０９４  ２，３８９  △ ２９５ 

Ⅱ．売  上  原  価  ６１，３９６ 79.0 ６０，３３７ 78.6  １，０５８ 

 完 成 工 事 原 価  ５８，１９２  ５７，１２５   １，０６７ 

 販 売 用 不 動 産 売 上 原 価  １，４５６  １，４０１   ５５ 

 そ の 他 売 上 原 価  １，７４６  １，８１１  △ ６４ 

Ⅲ．売 上 総 利 益  １６，３０７ 21.0 １６，４０４ 21.4 △ ９７ 

 完 成 工 事 総 利 益  １６，１４２  １５，８８３   ２５８ 

 販売用不動産売上総損失(△)  △ １８２  △ ５６  △ １２６ 

 そ の 他 売 上 総 利 益  ３４７  ５７７  △ ２３０ 

Ⅳ．販売費及び一般管理費 ※1 １２，７５５ 16.4 １４，８４１ 19.4 △ ２，０８６ 

 営 業 利 益  ３，５５２ 4.6 １，５６３ 2.0  １，９８８ 

Ⅴ．営 業 外 収 益  ３６９ 0.5 ３２１ 0.4  ４７ 

 受 取 利 息  １８２  １３０   ５２ 

 有 価 証 券 利 息  ５  １   ３ 

 受 取 配 当 金  ３１  ４２  △ １０ 

 受 取 保 険 料  ２５  １９   ６ 

 為 替 差 益  －   ３３  △ ３３ 

 雑 収 入  １２４  ９４   ２９ 

Ⅵ．営 業 外 費 用  １，０６３ 1.4 ９５２ 1.2  １１０ 

 支 払 利 息  ８６３  ８１０   ５３ 

 社 債 利 息  ２４  ３９  △ １５ 

 雑 支 出  １７５  １０２   ７２ 

 経 常 利 益  ２，８５８ 3.7 ９３２ 1.2  １，９２５ 

Ⅶ．特 別 利 益  ８６０ 1.1 ８２６ 1.1  ３４ 

 固 定 資 産 売 却 益 ※2 ２７  ２９  △ １ 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額  ８０２  －    ８０２ 

 厚生年金基金代行部分返上益  －   ７９６  △ ７９６ 

 そ の 他 特 別 利 益  ３０  －    ３０ 

Ⅷ．特 別 損 失  ２，２０８ 2.9 ３，２９４ 4.3 △ １，０８６ 

 固 定 資 産 売 却 損 ※3 ８２  ２１   ６１ 

 固 定 資 産 除 却 損 ※4 ５０  ３４５  △ ２９４ 

 販 売 用 不 動 産 評 価 損  －   １６１  △ １６１ 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ７１  ４３   ２８ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ※5 １，８５９  １，９２６  △ ６７ 

 退職給付会計基準変更時差異償却額  １４２  ２９２  △ １５０ 

 リ ー ス 契 約 解 約 損  －   ４９４  △ ４９４ 

 そ の 他 特 別 損 失  １  ８  △ ７ 

 
税 引 前 当 期 純 利 益 又 は 

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) 
 １，５１０ 1.9 △ １，５３５ △2.0  ３，０４６ 

 法人税、住民税及び事業税  ５５ 0.0 ９ 0.0  ４６ 

 過 年 度 法 人 税 等  －  －  ５５７ 0.7 △ ５５７ 

 法 人 税 等 調 整 額  １，０００ 1.3 ３９ 0.1  ９６０ 

 当期純利益又は当期純損失(△)  ４５４ 0.6 △ ２，１４１ △2.8  ２，５９６ 

 前 期 繰 越 損 失   ６７８   １１２   ５６５ 

 利 益 準 備 金 取 崩 高  －   １，５７５  △ １，５７５ 

 当 期 未 処 理 損 失  ２２３  ６７８  △ ４５４ 
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３．損失処理計算書 

（単位：百万円） 
期   別 

 

科   目 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

Ⅰ．当期未処理損失 ２２３ ６７８ 

Ⅱ．次期繰越損失 ２２３ ６７８ 
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（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・・・・・償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの・・・・・・・・移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金・・・・・個別法による原価法 

販売用不動産・・・・・・個別法による原価法 

未成分譲土地・・・・・・個別法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却費の方法 

(１)有形固定資産 

   重要な賃貸用資産及び平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定

額法、その他の資産については定率法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物      ７ ～ ５０年 

     賃貸用建物  １０ ～ ５０年 

(２)無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

４．繰延資産の処理方法 

(１)社債発行差金 

   発行日から償還日に亘る期間で月割償却しております。 

(２)社債発行費 

   支払時に金額費用処理しております。 

    なお、社債発行費は損益計算上、営業外費用の雑支出に含めて表示しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(２)完成工事補償引当金 

   完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、当会計期間末に至る１年間の完成工事高及び販売用建

物売上高に対し、過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 

(３)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(４)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

(５)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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８．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ａ ヘッジ手段  金利スワップ 

   ｂ ヘッジ対象  借入金・満期保有目的債券 

(３)ヘッジ方針 

   職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。 

 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(１)消費税等に相当する額の会計処理 

   消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜き方式によっております。 

(２)１株当たり当期純利益に関する会計基準 

   当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

   なお、これによる影響はありません。 

(３)自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

   当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用

しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。 

   なお、財務諸表規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の財

務諸表規則により作成しております。 

 

 

  （追加情報） 

１．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）により、平成１６年４月１日以降開始

事業年度より法人事業税に外形標準課税が導入されるとともに法人事業税率が変更されることにになり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実行税率は一部、改正後の

税率に変更しております。この結果、当期末の「繰延税金資産」が３０３百万円減少し、当期末に計上

された「法人税等調整額」が３０３百万円増加しております。 

 

 

２．平成１５年４月から厚生年金保険・健康保険の保険料算定方式として「総報酬制」が導入されることに

伴い、賞与引当金に対応する社会保険料の会社負担額を当期から「未払費用」として計上しております。

これにより、「未払費用」の金額が９５百万円増加し、営業利益及び経常利益が９５百万円減少してお

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－39－ 

 

 注記事項 

  （貸借対照表関係） 

当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

※1 このうち次のとおり借入金等の担保に供してお

ります。 

 定 期 預 金      700 百万円 

 建       物     2,969 

 賃 貸 用 建 物     16,399 

 機 械 装 置      266 

 土       地     8,573    

     計         28,907 

担保提供資産に対する債務 

 短 期 借 入 金     3,800 百万円 

 一年内返済予定長期借入金  3,547 

 長 期 借 入 金     7,067    

計         14,414 

なお、上記のほか、子会社である銀河高原ビー

ル㈱の銀行借入金（当期末残高 64 百万円）を担

保するため、定期預金 100 百万円を担保に供して

おります。 

※1 このうち次のとおり借入金等の担保に供してお

ります。 

 定 期 預 金      200 百万円 

 建       物     2,404 

 賃 貸 用 建 物     17,236 

 機 械 装 置      316 

 土       地     8,617    

     計         28,775 

担保提供資産に対する債務 

 短 期 借 入 金     3,800 百万円 

 一年内返済予定長期借入金  3,154 

 長 期 借 入 金     8,987    

計         15,941 

なお、上記のほか、子会社である銀河高原ビー

ル㈱の銀行借入金（当期末残高 58 百万円）を担

保するため、定期預金 100 百万円を担保に供して

おります。 

2 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の

融資等について保証を行なっております。 

 住宅購入者等 5,244 百万円 

   

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 5,159 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,853 

 ㈱ホテル東日本 929 

㈱東日本ウッドワークス北海道 291 

㈱東日本ウッドワークス中部 252 

東日本プレカットワークス㈱ 33 

宝くじ神社㈱ 22 

 東日本テック㈱ 14    

      計 13,800 

 

 なお、住宅購入者等に係る保証の大半は、保証

会社が金融機関に対し保証を行なうまでのつな

ぎ保証であります。 

2 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の

融資等について保証を行なっております。 

 住宅購入者等 4,562 百万円 

 木材仕入先業者 32 

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 6,459 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,893 

 ㈱ホテル東日本 1,043 

㈱東日本ウッドワークス北海道 395 

㈱東日本ウッドワークス中部 396 

東日本プレカットワークス㈱ 46 

宝くじ神社㈱ 30 

 東日本テック㈱ 20    

      計 14,880 

 

 なお、住宅購入者等に係る保証の大半は、保証

会社が金融機関に対し保証を行なうまでのつな

ぎ保証であります。 

※3 会社が発行する株式の総数 

 普通株式          93,821 千株 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行な

われた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。 

 発 行 済 株 式 の 総 数 

 普通株式          35,964 千株 
 

 当社が所有する自己株式の数 

 普通株式            23 千株 

※3 会社が発行する株式の総数    93,821 千株 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行な

われた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。 

 発 行 済 株 式 の 総 数    35,964 千株 

※4 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりです。 

 未 収 入 金      3,292 百万円 

 破産・更生債権等      1,753 

※4 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりです。 

 未 収 入 金      2,634 百万円 

 破産・更生債権等      23,041 

 5 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する純資産

額は 3百万円であります。 

 

――――――――――― 
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  （損益計算書関係） 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

※1 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費  10 百万円 

※1 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費   3百万円 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       0 百万円 

 土       地       27      

     計           27 百万円 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       2 百万円 

 土       地       26      

     計           29 百万円 

※3 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       1 百万円 

 構   築   物       0 

 備       品       3 

 土       地       77     

     計           82 百万円 

※3 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       5 百万円 

 構   築   物       1 

 備       品       11 

 そ   の   他       2     

     計           21 百万円 

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物       38 百万円 

 構   築   物       6 

 車 輌 運 搬 具       0 

 備       品       6     

     計           50 百万円 

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建       物      244 百万円 

 構   築   物       61 

 車 輌 運 搬 具       0 

 備       品       37 

 そ   の   他       1     

     計          345 百万円 

※5 関係会社貸付金等について引当たものでありま

す。 

※5 関係会社貸付金等について引当たものでありま

す。 

 

 （リース取引関係） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

 

建 物 

百万円 

２，８８４ 

百万円 

１，６０５ 

百万円 

１，２７９ 

百万円 

３，１２９ 

百万円 

１，３１６ 

百万円 

１，８１３ 

機 械 装 置 ３２２ ２１７ １０４ ３２２ １８１ １４０ 

車 輌 

運 搬 具 
１３５ ７９ ５６ １３９ ５９ ８０ 

備 品 ３４５ １２７ ２１８ ４０７ １７１ ２３６ 

合 計 ３，６８７ ２，０２９ １，６５８ ３，９９８ １，７２８ ２，２７０ 

 

   ２．未経過リース料期末残高相当額 

 当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

 百万円 百万円 

一 年 以 内 ８１３ ８９７ 

一 年 超 ８５２ １，３７８ 

合 計 １，６６６ ２，２７５ 
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   ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 当 会 計 期 間 末 

（平成１５年１０月３１日） 

前 会 計 期 間 末 

（平成１４年１０月３１日） 

 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 ９７８ １，１５７ 

減価償却費相当額 ９２３ １，０８４ 

支 払 利 息 相 当 額 ４８ ６４ 

 

   ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

   ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

 （有価証券関係） 

   当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 （税効果会計関係） 

  １．繰延税金資産の発生の主な要因別の内訳 

     繰延税金資産 

       賞与引当金損金算入限度額超過 ２０６百万円 

       退職給付引当金 ５５９ 

       役員退職慰労引当金否認 ２０９ 

       貸倒引当金損金算入限度超過 ３，８５４ 

       株式評価損 ４６５ 

       未成分譲土地評価損 ８３０ 

       固定資産評価損否認 ４，０５４ 

       未収入金否認 ２１２ 

       販売用土地評価損 ８１ 

       税務上の繰延欠損金 ６，９６９ 

       その他 １２２  

     繰延税金資産小計 １７，５６７ 

     評価性引当額 △８，１２７  

     繰延税金資産合計 ９，４４０  

 

  ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

     法定実効税率                  ４１．７％ 

       （調整） 

       交際費等永久に損金に導入されない項目 ６．８ 

       受取配当金の益金不算入額 △０．５ 

       住民税均等割 ３．６ 

       税率変更に伴う期末繰延税金資産減額修正 ２０．０ 

       その他 △１．７  

     税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６９．９  
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 （１株当たり情報） 

 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

 １株当たり純資産額       405 円 09 銭 

 

 １株当たり当期純利益       12 円 66 銭 

 

 なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につい

ては、希簿化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

 当期から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成 14 年 9 月 25 日 企業会

計基準第 2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 14 年

9 月 25 日 企業会計基準適用指針第 4号）を適用して

おります。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用した場

合、1株当たり純資産額及び 1株当たり当期純利益への

影響はありません。 

 １株当たり純資産額       392 円 20 銭 

 

 １株当たり当期純損失       56 円 18 銭 

 

 なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

 

   （注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 

 

当 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

前 会 計 期 間 

自 平成１３年１１月 １日 

至 平成１４年１０月３１日 

当期純利益       （百万円） 454 －  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  －  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 454 －  

期中平均株式数     （ 株 ） 35,947,576 －  

 

 

  役員の異動   
平成１６年１月３０日付 

 

１．新任取締役候補 

    取   締   役     岩 渕  昭 彦 （ 現 ： 新 潟 支 店 長 ） 

 

２．退任予定取締役 

    取   締   役     中 村   均  （ 常 勤 監 査 役 に 就 任 予 定 ） 

 

３．新任監査役候補 

    常 勤 監 査 役     中 村   均  （ 現 ： 金 沢 支 店 長 ） 

 

 




